
東京圏遠郊外開発型戸建て住宅団地における空き家発生状況
を踏まえた利活用方策の検討
－鳩山ニュータウンを対象として－

近年、都心より半径50km圏に位置する首都圏遠郊外から高齢化や人口減
少が顕著に進んでおり、今後も更なる人口減少が考えられる。特に、開発
から40年以上経過した開発型戸建て住宅団地では、それらに加えて空き家
の増加、生活利便性の悪化などが問題となっている。
本研究では、ニュータウン居住者の空き家問題認識や利活用意向を把握

し、空き家発生状況を踏まえた利活用方策を検討することを目的とする。

１.背景・目的
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２.調査対象地概要

４.空き家・管理不全住宅の分布・状態とその要因

３.調査フロー

5.開発型住宅地住民の空き家管理と利活用意識

管理不全住宅数は全体の4.4%に留まり、管理不全項目に該当した住宅165
戸のうち76戸(46%)が該当項目1個もしくは2個であることがわかる。また、
調査項目別の集計結果において庭における雑草の繁茂の該当が最も多いこと
が明らかとなったことから、管理不全住宅の実態は早急な物理的対応が求め
られる状態ではまだないことが全体の傾向としてわかる。
しかし、第1期開発に関しては管理不全住宅の割合が7.8%に昇り、住民の

年齢層も高く、居住年数40年以上の住宅が約半数を占めており、自宅の管理
に対しての大変さ・管理の行き届きも3地区の中で最も悪い。
これらの結果より、今年度末までに実地調査・アンケート調査の更なる分

析を進め、第1次開発の住宅に焦点を当てて利活用方策を提案する。

7.まとめ

図2-1. 開発時期別NT全体図 図2-2. 鳩山ニュータウン位置図

遠郊外地域の戸建て住宅
団地における空き家問題

管理不全・利用不全住宅
の発生状況と要因分析

住民の空き家問題と、住宅管
理・利用に関する意識分析

空き家の発生要因、住民の管理・利活用意
識に関するまとめと利活用に関する提案

図4-1. 管理不全住宅分布図(N=136)

表4-2.開発時期別空き家集計結果(N=146)

表4-1.管理不全項目該当数(N=165)

表4-3.センターエリアからの距離 集計結果(3185)

表4-4.センターエリアとの勾配 集計結果(3185)

図4-2. センターエリアとの勾配別NT図

センターエリアからの距離を居住のある住宅と
空き家にわけて5段階で集計した。管理不全住宅
の中で最も割合が高いのはセンターエリアからの
距離が801m以上の群であり、「センターエリア
からの距離が離れているほど管理不全住宅率が高
くなる」という結果を示している。(表-3)
センターエリアとの勾配を居住のある住宅と空
き家にわけて4段階で集計した。管理不全住宅で
最も度数・割合が高いのはセンターエリアとの勾
配が0~1.0%の群である。
センターエリアとの勾配が小さいほど管理不全

住宅率が高いという結果となったが、これは、初
期の開発は勾配が小さいエリアが多いと想定され
るため、開発時期に左右されていると考える。た
だし、開発時期と勾配との関係性は検討していな
いので、今後、検討が必要である。

本研究における外観調査で得
られた結果についてまとめる。
空き家の割合は、第1期開発
地区が7.8%と最も高く、続い
て第2期開発3.8%、第3期開発
3.3%と開発年度の古い地区ほ
ど、空き家率が高い結果と
なった。(図4-1.表4-2)

*空き家 = 管理不全住宅 + 利用不全住宅

本項では住民の空き家の管理や利活用に関する意識を把握するためにアン
ケート調査を実施した。アンケートの概要と結果については以下のような結
果になった。

調査方法
回収期間

回収数/配布数
(回収率)
(全体)

656/3281(20.0%)

アンケートをポストに投函し、郵送回収
８月１日～８月１７日

回収数/配布数
(回収率)

(開発時期別)

第1次開発:185/731(25.3%)
第2次開発:158/814(19.4%)
第3次開発:313/1736(18.0%)

表5－1.アンケート概要

<属性> 

<自宅の管理状態と意識> 

<地域の空き家問題に対する活動と意識> 

図5-2 年齢
図5-3 居住年数 図5-4 部屋数

図5-5自宅管理の大変さ 図5-6 日常の掃除頻度 図5-7 自宅管理の自己評価

図5-8空き家の関心 図5-9空き家対策の必要性 図5-10住宅管理の協力意向

6.管理・利用不全住宅例
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